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無断複製・転載等禁止

令和２年１２月９日
北海道電力株式会社

泊発電所の基準津波に関するコメント回答

(日本海東縁部に想定される地震に伴う津波)
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【日本海東縁部に想定される地震に伴う津波】

○日本海東縁部の特性整理
○想定波源域の設定
○基準波源モデルの設定
○パラメータスタディの検討方針
○パラメータスタディ
○「評価用の想定津波」の設定

○日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の評価として，パラメータスタディに先立ち，日本海東縁部
の特性整理，想定波源域の設定，基準波源モデルの設定及びパラメータスタディの検討方針について
説明する。

○本資料では，最新の知見や先行する他の審査等を反映し，過去の審査資料から資料構成を再整理して
いる。

○また，令和元年9月27日審査会合における指摘事項のうち，一部のコメント回答について説明する。
○今回説明する内容に基づき，パラメータスタディを実施中である。

本日の説明概要

本日の説明概要

火山による山体
崩壊に伴う津波

海底地すべり
に伴う津波

陸上の斜面崩壊
(陸上地すべり)

に伴う津波

陸上の斜面崩壊
(岩盤崩壊)
に伴う津波

文献調査 津波堆積物調査

既往津波の再現性検討

海域活断層に
想定される地震

に伴う津波

日本海東縁部に
想定される地震

に伴う津波

地震に伴う津波と地震以外の要因に伴う津波の組合せ

基準津波の評価

基準津波による安全性評価

行政機関による評価

超過確率の参照

地震以外の要因に伴う津波地震に伴う津波

今回説明範囲

今後説明予定
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令和元年9月27日審査会合における指摘事項一覧

１．１ 指摘事項

指摘時期 No 指摘事項 説明時期

令和元年9月27日
審査会合

1

敷地前面上昇側における最大水位発生地点については，防潮堤の前面ではなく，敷地北側防潮堤の前面となって
おり，敷地前面上昇側の水位(10.78m)については何に用いる水位であるか明確になっていない。健全地形にお
ける評価地点と，敷地北側防潮堤の損傷を考慮した地形における評価地点については，評価の目的を整理したう
えで，それぞれ適切な評価地点として設定するべき。

今後説明予定

2

防波堤の南側・北側の損傷に加えて敷地北側防潮堤の損傷の組み合わせについて検討すること。また，日本海東
縁部に想定される地震に伴う津波として全体像を示すことができる時期を提示すること。

今後説明予定

3

土木学会(2016)における1993年北海道南西沖の波源モデルでは，断層面上縁深さ10kmと設定していることを
踏まえ，断層面上縁深さを5kmより更に深くした検討が必要ではないか。地震動の評価におけるFB-2断層の評価
では，地震発生層の下端を40kmで検討していることから，断層面上縁深さの変動幅を大きくさせた検討をすること。

今回説明

4

波源位置を東方向へ移動させた場合，津波水位が大きくなることから，東方向へ移動させた場合における設定根
拠の説明が必要である。今回示された波源モデルは過去の波源モデルから変わっており，感度の変化も想定され
るため，波源位置に関する検討の深堀りが必要である。また，ひずみ集中帯と波源モデルの関係性を改めて整理す
ること。

今回説明

5

ひずみ集中帯波源位置の検討において「西傾斜の断層パターン7」を基本として検討しているが，「東傾斜の断層パ
ターン5」については東方向に動かしてもひずみ集中帯から外れないことから，これらの断層パターンについても検
討し資料化すること。例えば，断層パターン5の断層面下端を，地震本部におけるひずみ集中帯の東端に設定した
場合の検討等をすること。

今後説明予定

6

過去に実施している発電所を波源とした場合の評価では，同心円状に津波が伝播することから，これらの伝播経
路上に波源モデルを配置し，走向を「くの字」にした評価の必要性について検討すること。

今回説明

7

貯留堰を下回る時間の確認について，海水ポンプの取水性を評価する観点であれば，貯留堰を下回る時間に着目
したパラメータスタディの必要性について検討すること。

今後説明予定

8

下回る時間として「最長時間」と「合計時間」の2通りで算出しているが，貯留堰天端を一時的に上回る波形を考慮
しないで時間を算出する等，保守的な時間評価を検討すること。

今後説明予定

9

資料中に「ホルスト」と記載されているが，断層は確認できているのか。「ホルスト」の記載が文献の引用であるなら
ば，その文献の詳細と事業者の見解を併せて示すこと。

今回説明

※今後説明予定の指摘事項については，パラメータスタディの検討結果を踏まえて説明を行う。
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１．２ 指摘事項に関する回答方針
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令和元年9月27日審査会合における指摘事項に対する回答方針

１．２ 指摘事項に関する回答方針

No 指摘事項 回答方針

3

土木学会(2016)における1993年北海道南西沖の波源モデルでは，断層
面上縁深さ10kmと設定していることを踏まえ，断層面上縁深さを5kmより
更に深くした検討が必要ではないか。地震動の評価におけるFB-2断層の評
価では，地震発生層の下端を40kmで検討していることから，断層面上縁深
さの変動幅を大きくさせた検討をすること。

○津波を伴う既往地震のモデル化では，検討対象(水位・遡上高，地震動
等)が異なれば，同一地震でも設定されるパラメータ等が異なる。

○本検討では，津波の水位や遡上高が検討対象であることから，日本海東
縁部の特性や津波の波源に関する知見に基づき，基準波源モデルのパラ
メータ設定を行う。

○断層面上縁深さ・地震発生層厚さの設定について，土木学会(2016)に
おける1993年北海道南西沖の波源モデルとの比較を行い，断層面上縁
深さのパラメータスタディの変動幅の妥当性を確認する。

○回答内容はP68～69に掲載。

4

波源位置を東方向へ移動させた場合，津波水位が大きくなることから，東方
向へ移動させた場合における設定根拠の説明が必要である。今回示された
波源モデルは過去の波源モデルから変わっており，感度の変化も想定される
ため，波源位置に関する検討の深堀りが必要である。また，ひずみ集中帯と
波源モデルの関係性を改めて整理すること。

○既往の知見を踏まえて，想定波源域(東西方向)の設定根拠について再
整理する。

○上記を踏まえ，波源位置のパラメータスタディの実施の必要性について検
討する。

○回答内容はP29,59～63に掲載。

6

過去に実施している発電所を波源とした場合の評価では，同心円状に津波
が伝播することから，これらの伝播経路上に波源モデルを配置し，走向を「く
の字」にした評価の必要性について検討すること。

○詳細パラメータスタディのSTEP3において，波源位置(走向)の不確定性を
考慮するため，走向に関するパラメータスタディを実施する。

○なお，過去に実施している発電所を波源とした場合の評価(逆伝播解析)
では，同心円状に津波が伝播し，これらの伝播経路上に波源モデルを配
置した場合に津波水位が大きくなることが想定されるため，くの字(北側
断層を＋方向，南側断層を－方向)に折り曲げたモデルによる検討を実
施する。

○回答内容はP67に掲載。

9

資料中に「ホルスト」と記載されているが，断層は確認できているのか。「ホル
スト」の記載が文献の引用であるならば，その文献の詳細と事業者の見解を
併せて示すこと。

○地形の高まりを「ホルスト」と表現しており，文献の引用ではなく，適切な表
現ではないことから，「地形の高まり」に記載を改める。

○回答内容はP19に掲載。
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２． 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波
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整理方針

２． 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波

【2.1 日本海東縁部の特性整理】
○日本海東縁部は，明瞭なプレート境界が形成されていないことから地震メカニズムが複雑で

あるため，既往の知見を整理する。
○当社の調査結果から敷地前面海域の地形的特徴を確認し，日本海東縁部に関する既往の

知見と比較する。

【2.2 想定波源域の設定】
○既往の知見を踏まえて，想定波源域の南北方向，東西方向及び深度方向の設定根拠につ

いて再整理する。

【2.3 基準波源モデルの設定】
○既往の知見を踏まえて，基準波源モデルの断層パラメータの設定根拠について再整理する。

【2.4 パラメータスタディの検討方針】
○既往の知見を踏まえて，パラメータスタディ実施の要否と変動幅の設定根拠を再整理し，パ

ラメータスタディフローを示す。
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２．１ 日本海東縁部の特性整理
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整理方針

２．１．１ 整理方針

○日本海東縁部は，明瞭なプレート境界が形成されていないことから地震メカニズムが複雑で
あるため，既往の知見を整理する。

○当社の調査結果から敷地前面海域の地形的特徴を確認し，日本海東縁部に関する既往の
知見と比較する。



1212
２．１．２ 文献レビュー

○岡村・加藤(2002)では，現在の日本海の地形と地質構造は，3,000-1,500
万年前の日本海形成時に作られた構造(日本列島の大陸からの分離，日本
海盆における海洋性地殻の形成等)と，約1,000万年前より以降の変動によっ
て形成された構造(日本列島に沿った縁辺部の地殻変動)が重なりあっている
とされている。

○国交省ほか(2014)では，ひずみ集中帯について以下のとおりとされている。
 日本海東縁部の北海道西方沖から新潟県沖には，多くの断層・褶曲が分

布したひずみ集中帯とよばれる領域がある。
 ひずみ集中帯は，西に位置するユーラシアプレート(もしくはアムールプレー

ト)と東に位置する北米プレート(もしくはオホーツクプレート)の幅の広いプ
レート境界と考えられている。

○地震本部 (2003)では，日本海東縁部で発生する地震について以下のとおり
とされている。
 主としてプレート相対運動に伴う東西方向からの圧縮力を受けて発生する。
 明瞭なプレート境界が存在する太平洋側の海溝沿いとは異なり，プレート境

界が南北方向に分布する何条かの断層・褶曲帯(ひずみ集中帯)より成り，
幅をもった領域全体で圧縮力によるひずみを解消する。

○岡村(2019)では，日本海においてマグニチュード7前後からそれ以上の大地
震が繰返し発生してきたが，それらは活断層の破壊によって発生したと推定さ
れている。

○国交省ほか(2014)では，日本海東縁部で発生する地震は，内陸の活断層タ
イプの地震と同様の発生メカニズムを持つと考えられている。

EU:ユーラシアプレート，NA：北米プレート，OK：オホーツクプレート
AM：アムールプレート，PA：太平洋プレート，PH：フィリピン海プレート

日本列島周辺のプレート運動
(国交省ほか(2014)より引用)

既往の知見 (1/7) テクトニクスと地震メカニズム
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○長谷川(2002)では，日本海東縁部の地殻構造と地震の発生域の関係について以下のとおりとされている。
 固体地球は核・マントル・地殻で構成されており，一番外側が地殻であり，地殻とマントルの境界はモホ面と呼ばれる。
 日本海盆下の地殻厚さは8km程度と薄く，日本海沿岸付近の地殻厚さは20km程度と厚くなる(測線B)。
 地殻厚さと地形との対応関係(地殻が急激に厚くなる地点は，水深も急激に浅くなる)が明瞭にみられ，1993年北海道南西沖地震及

び1983年日本海中部地震は，地殻厚さが急変する場所で発生している。
 日本海東縁部は地殻厚さが急変する場所にあたり，応力集中が起きやすいので，大地震が発生し，結果としてプレート収束の主たる部

分を担っていると考えられる。

２．１．２ 文献レビュー

既往の知見 (2/7) 地殻構造

これまでに実施された地殻構造探査の測線位置
(長谷川(2002) に一部加筆)

P波速度を0.1km/秒ごとのコンターで示す。ハッチは1993年北海道南西沖地震(M7.8)の断層面

測線Bに沿った地殻構造
(長谷川 (2002)に一部加筆)

1993年北海道南西沖地震(M7.8)の断層面
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既往の知見(3/7) 地質構造に基づいたひずみ集中帯

２．１．２ 文献レビュー

○岡村・加藤(2002)では，日本海東縁部の活断層に
ついて以下のとおりとされている。
 日本海東縁部は，1,500万年以上前の日本海の

拡大時に，正断層が発達しリフトが多数形成され，
その後，約300万年前以降の東西圧縮応力によ
り，それらの古い正断層が逆断層として再活動し
ている。

 東西圧縮応力によって発達した逆断層はその上
盤に非対象な断面を呈する背斜構造を必ず伴う。

○岡村(2019)では，背斜構造の幅はおおよそ15km程
度で，急傾斜する前翼と緩傾斜する後翼からなる非
対象な断面をもち，前翼基部に断層が観察される場
合があるとされている。

○岡村(2002)では，ひずみ集中帯について以下のとお
りとされている。
 日本海東縁部には，背斜構造と逆断層が連続す

る断層，褶曲帯がいくつも発達するが，この間に
断層や褶曲が全く見られないゾーンも分布するこ
とから，地殻のひずみは断層，褶曲帯に集中して
きたことを示している。

 断層，褶曲帯は約300万年間に地殻の短縮ひず
みが集中した場所であるといえる。

○岡村ほか(2019)では，断層，褶曲帯の分布は，地下
の断層の分布を推定することができることから，地質
構造に基づいたひずみ集中帯であるとされている。

断層と褶曲の分布からおおよその領域を示しているので，境界の
位置は厳密ではないし，過去約350万年間に形成された領域な
ので，すべてが活動的とは限らない。20世紀以降の主要な地震
の震源域を赤の点線で示す(岡村(2002)などを基に一部修正)。

地質構造に基づいたひずみ集中帯
(岡村ほか(2019)より引用)

伸張応力場では上盤が沈降し，堆積盆地(リフト)が形成される。
一方，断層の下盤はほとんど変動しないため，相対的な高まり
(ホルスト)として残る。伸張応力場から圧縮応力場に転じた場
合には，正断層が逆断層として再活動し，堆積盆地を含む上盤
が隆起し，非対象な背斜構造が形成される。

圧縮応力場および伸張応力場で形成される
模式的な断層とそれに伴う構造
(岡村・加藤(2002)より引用)
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地震活動からみた日本海東縁のひずみ集中帯と
地震空白域(長円で囲んだ領域，AかA’とB，X)

(石川(2002)より引用)

２．１．２ 文献レビュー

○石川(2002)では，地震活動からみたひずみ集中帯について以下のとおりとされている。
積丹半島北西沖から男鹿半島沖では，東経139度に沿う南北方向の地震分布が顕著で，近年は北から1940年積

丹半島沖地震(M7.5)，1993年北海道南西沖地震(M7.8)，１983年日本海中部地震(M7.7)が発生している。
この南北走向の地震帯は，数十kmの幅をもつ1本の明瞭な帯で特徴づけられる。
地震活動が集中的にみられる地震帯は，現在活動中のひずみ集中帯であり，最近約40年間の浅い地震の震源分

布に基づいて，ひずみ集中帯の分布を右下図のとおり示している。

日本海東縁の浅い地震(深さ30km以浅)の
震源(1961-2000年)と活断層の分布

(石川(2002)より引用)

既往の知見 (4/7) 地震活動からみたひずみ集中帯
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既往の知見 (5/7) 活断層分布

２．１．２ 文献レビュー

○岡村(2019)では，富山湾より北東側の日本海東縁部の
活断層について以下のとおりとされている。
 ほぼ南北方向に伸びる断層の集中帯とそれに斜交す

る北東-南西方向の断層帯が認められる。
 南北方向の断層集中帯は規模の大きな断層が重複し

て分布するのに対して，北東-南西方向の断層帯では
断層規模はやや小さく，断層の集中度も低い。

 過去に発生した規模の大きい地震は，南北方向の断
層集中帯に沿って発生している。

 断層面の傾斜は東傾斜と西傾斜が交互に現れる。

日本海における主要な活断層図
(岡村 (2019)より引用)
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○地震本部(2003)では，日本海東縁部における地震発生の可能性の取りまとめを行い，評価結果について以下のとおりとされている。
 地震観測及び歴史記録からM7.5以上の大地震の発生が確認されている領域では，以下の地震を代表例と考え，将来も同様な地震が

発生するものとしている。
• 1940年神威岬沖(積丹半島沖)地震
• 1993年北海道南西沖地震
• 1983年日本海中部地震 ほか

 地震観測記録，歴史地震の記録，津波の記録，深度分布，及び地震性堆積物・津波堆積物の解析結果に基づく既存研究に基づき，
日本海東縁部の大地震を整理している。

 日本海東縁部における地震の発生位置及び震源域は，過去の大地震の震源モデル・余震域及びひずみ集中帯の空間的な分布を参照
して推定している。

２．１．２ 文献レビュー

過去の地震の震源モデル・想定震源域及びひずみ集中帯の分布
(地震本部(2003)より引用)

既往の知見 (6/7) 地震活動の長期評価

日本海東縁部の評価対象領域
(地震本部(2003)より引用)
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○日本海東縁部は，明瞭なプレート境界が形成されていないことから地震メカニズムが複雑であるため，既往の知見を整理した。

【テクトニクスと地震メカニズム】
○アムールプレートとオホーツクプレートの間には，明瞭なプレート境界が存在せず，南北方向に伸びる東西方向に幅を持ったひずみ集中帯で

マグニチュード7クラスの地震が発生している。
○内陸の活断層タイプの地震と同様の発生メカニズムを持つ。
○プレートの相対運動に伴う東西方向圧縮力によるひずみを解消することで地震が発生する。

【地殻構造】
○日本海東縁部は地殻厚さが急変する場所にあたり，応力集中が起きやすいので，大地震が発生し，結果としてプレート収束の主たる部分を

担っていると考えられる。

【地質構造に基づいたひずみ集中帯】
○日本海の拡大時に形成された古い正断層が逆断層として再活動している。
○東西圧縮応力によって発達した逆断層はその上盤に非対象な断面を呈する背斜構造を伴う。
○地殻のひずみは断層，褶曲帯に集中してきたことを示している。

【地震活動からみたひずみ集中帯】
○南北走向の地震帯は，数十kmの幅をもつ1本の明瞭な帯で特徴づけられ，地震活動が集中的にみられる地震帯は，現在活動中のひずみ

集中帯である。

【活断層分布】
○南北方向の断層集中帯は規模の大きな断層が重複して分布し，規模の大きい地震が発生している。
○断層面の傾斜は東傾斜と西傾斜が交互に現れる。

【地震活動の長期評価】
○M7.5以上の大地震の発生が確認されている領域では，将来も同様な地震が発生するものと考えられる。
○評価対象領域(地震本部(2003))は，様々な既存研究(地震観測記録，歴史地震の記録，津波の記録，深度分布，地震性堆積物・津波

堆積物)，過去の大地震の震源モデル，余震域及びひずみ集中帯の空間的な分布を参照して推定している。

２．１．２ 文献レビュー

既往の知見 (7/7) まとめ
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２．１．３ 当社の調査結果

敷地前面海域の地形的特徴(1/4) 敷地前面海域の地形

○敷地周辺海域では，後志舟状海盆西縁にFB-2断層(約101km)，後
志舟状海盆北西の小海盆の西縁にFB-3断層(約45km)を震源として
考慮する断層として評価している。

○FB-2断層及びFB-3断層は，共に西傾斜の逆断層であり，これらの断
層の隆起側には，南北方向に断続的に高まりが認められる。この高まり
は，後志舟状海盆西側で2列に分かれる。

○FB-2断層が分布する後志舟状海盆の北端は，後志海山，二子海丘等
に規制され，南端では，奥尻島から連続する高まりに規制される。

○FB-3断層が分布する小海盆も，北端は後志舟状海盆同様に後志海山
に規制され，また，その海盆北端西側には地形の高まりが認められる。

一部加筆(H25/10/16審査会合)

FB-2断層及びFB-3断層

地形の高まり

奥尻島

後志海山

二子海丘

FB-2

FB-3
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敷地前面海域の地形的特徴(2/4) FB-2断層(測線3B-7)

○背斜構造の東側が急傾斜となる非対称な
形状から西傾斜の逆断層が推定される。

○断層の上下変位量は，Ⅴ層上面で2km程
度とみられる。

○FB-2断層の東側のⅢ層以降の堆積物に
は変位・変形は認められない。

２．１．３ 当社の調査結果
一部加筆(H25/10/16審査会合)
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敷地前面海域の地形的特徴(3/4) FB-3断層(測線3B-14)

○背斜構造の東側が急傾斜となる非対称な
形状から西傾斜の逆断層が推定される。

○断層の上下変位量は，Ⅴ層上面で2km程
度とみられる。

○FB-3断層の東側のⅢ層以降の堆積物に
は変位・変形は認められない。

２．１．３ 当社の調査結果
一部加筆(H25/10/16審査会合)
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２．１．３ 当社の調査結果

敷地前面海域の地形的特徴(4/4) まとめ

○当社の調査結果から敷地前面海域の地形的特徴を確認し，日本海東縁部に関する既往の知見と比較
した。

【当社の調査結果に基づく敷地前面海域の地形的特徴】
○背斜構造の基部に西傾斜の逆断層(FB-2断層，FB-3断層)が確認される。
○その東側には活断層を示唆する変位・変形は認められない。

【日本海東縁部に関する既往の知見】
○東西圧縮応力によって発達した逆断層はその上盤に非対象な断面を呈する背斜構造を伴う。

○以上から，当社の調査結果から確認した敷地前面海域の地形的特徴と日本海東縁部に関
する既往の知見は整合する。
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２．２ 想定波源域の設定
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整理方針

○既往の知見を踏まえて，想定波源域の南北方向，東西方向及び深度方向の設定根拠につ
いて再整理する。

２．２ 想定波源域の設定
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【平成25年10月16日審査会合】
○想定波源域(南北方向)は，奥尻海嶺沿いに基盤構造が急変または不

連続になると推定され，かつ震源分布などから「後志海山～松前海台付
近」※1までを考慮する。

○想定波源域(南北方向)は，以下の端部間距離(約192km)を包絡する
よう200kmに設定した。

後志舟状海盆西側に認められ，後志海山に規制される断層(FB-2断
層及びFB-3断層)のうち，相対的に北側に位置するFB-3断層が分布
する小海盆(以下，「後志舟状海盆北西の小海盆」という)の北端(図
中★)。

青柳ほか(2000)による震源モデル※2の南端。

※1：北海道南西沖地震に関する知見(日野ほか(1994)，岡村ほか(1998))を踏まえて設定。

※2：北海道南西沖地震の震源モデル(Tanioka et al.(1995)，久家ほか(1994)，青柳ほか
(2000))のうち最も南側に位置するモデル。

南北方向位置の設定方法(1/2)

【平成25年8月14日審査会合】
○断層長さは，1993年北海道南西沖地震の津波を再現する波源モデル

のMw7.84を下回らないように，Mw7.85となる断層長さ131.1kmに設
定した。

２．２ 想定波源域の設定

後志舟状海盆
北西の小海盆

後志舟状海盆

松前海台

★

平成25年10月16日審査会合で
説明した波源モデル

FB-3断層

後志海山

FB-2断層
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補足：北海道南西沖地震の余震分布に関する知見

渡島小島

渡島大島

松前海台

奥尻島

後志海山
後志海山を超えて
北側に余震活動が連続して分布しない。

渡島大島，渡島小島及び松前海台を超えて
南側に余震活動が連続して分布しない。

北海道南西沖の活構造
(岡村ほか(1998)に一部加筆)

1993年北海道南西沖地震の余震分布
(日野ほか(1994)に一部加筆)

○日野ほか(1994)では，北海道南西沖地震の余震分布を下図のとおり示している。
○岡村ほか(1998)では，日野ほか(1994)の研究成果より，1993年北海道南西沖地震の余震域は，後志トラフ(舟状海盆)西方から奥尻

島南方の松前海台まで達するとされている。
○海上保安庁水路部(2001)では，1940年積丹半島沖地震，1993年北海道南西沖地震及び1983年日本海中部地震について，震源域

の間に，後志海山，渡島大島，渡島小島等の火山体や日本海拡大時のホルストである松前海台が分布することから，震源域は，このよう
な周辺とは地殻構造が異なると予測される海底で区分されるとされている。

○岡村・倉本(1999)では，1993年北海道南西沖地震について以下のとおりとされている。
北海道南西沖地震の破壊域と積丹半島沖地震の破壊域の間には，後志海山が分布する。
北海道南西沖地震の破壊域と日本海中部地震の破壊域の間には，渡島大島・渡島小島などの活火山が分布している。
これらの火山周辺では活断層の規模が小さくなっており，火山の存在が断層破壊領域を規制している可能性がある。

補足資料
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Tanioka et al.(1995) 久家ほか(1994) 青柳ほか(2000)

○北海道南西沖地震の震源モデルとしては，Tanioka et al.(1995)，久家ほか(1994)，青柳ほか(2000)等のモデル
がこれまで示されている。

○これらは，震源推定の方法や，断層面の設定方法に違いがあるものの，ともに後志舟状海盆中央部の西方から奥尻海
脚付近に震源位置を設定しており，波源モデル位置に差は認められない。

○上記のモデルのうち青柳ほか(2000)のモデルの南端が最も南側に位置する。

青柳ほか(2000)による波源モデルの南端

補足：北海道南西沖地震の震源モデルの位置

補足資料
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①
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後志海山

松前海台

海洋海山

北海道西方沖

北海道南西沖

奥尻海脚

【平成26年1月29日審査会合】
《①基盤構造等を考慮した想定波源域(南北方向) ：230km》
○後志舟状海盆北西の小海盆の北端(図中★)の北方に，水深3,000m以

深の小海盆(以下 「海洋海山南東の海盆」という)が分布し，この2つの
海盆西側のN-S方向の高まりは，約300万年前以降の東西圧縮応力場
で成長した短縮変形の一部と考えられる。

○これらの海盆は，構造的に類似していることを踏まえ，海洋海山南東の
海盆の北端(図中★)まで考慮すると想定波源域(南北方向)は230km
となる。

《②波源長さの不確定さを考慮した想定波源域(南北方向)：320km》
○波源長さの不確定さ等を念頭に置き，以下の理由から，北海道南西沖か

ら北海道西方沖までの連動を考慮する。
海洋海山南東の海盆の北端(図中★)は，地震本部(2003)における

北海道西方沖の地震の発生領域と一部重複すること。
日本海盆東縁部に接する奥尻海嶺の一部(海洋海山)が，北海道西

方沖の地震の発生領域の中央部付近に認められること。
○想定波源域(南北方向)は，以下の端部間距離(約313km)を包絡する

よう320kmに設定した。
地震本部(2003)における北海道西方沖の震源断層面の北端。
青柳ほか(2000)における北海道南西沖地震の震源モデルの南端。

後志舟状海盆北西の小海盆

後志舟状海盆

海洋海山南東の海盆

★

★

②
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評価範囲周辺の地形図

南北方向位置の設定方法(2/2)

２．２ 想定波源域の設定
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日本海東縁部の評価対象領域
(地震本部(2003)に一部加筆)

○平(2002)では，日本海東縁部の変形帯について，海底探査記録から，日本海盆の縁辺に東方に傾斜した逆断層か
らなる変形フロントが認められ，その変形帯は東西幅で50km程度の範囲を占めるとされている。

○評価対象領域(地震本部(2003))は，様々な既存研究(地震観測記録，歴史地震の記録，津波の記録，深度分布，
地震性堆積物・津波堆積物)，過去の大地震の震源モデル，余震域及びひずみ集中帯の空間的な分布を参照して推
定している※。

※「2.1 日本海東縁部の特性整理」を参照

２．２ 想定波源域の設定

○以上から，想定波源域(東西方向)は50kmと設定し，位置は概ね評価対象領域(地震本部(2003))内となるよう設
定した。

想定波源域
東西50km

東西方向位置の設定方法
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○日野ほか(1994)では，余震の震源が集中しているそれぞれの面は，本震を構成するいくつかのサブイ
ベントの破壊面に対応するものであり，得られた余震分布はこうした破壊群の詳細な空間分布を示すも
のである可能性が高いとされている。

補足：東西方向の設定方法(余震分布との比較)

補足資料

○以上から，1993年北海道南西沖地震の余震分布域(深さ方向も含む3次元的分布域)は，概ね想定
波源域の範囲に包含されることが確認できた。

1993年北海道南西沖地震の余震分布
(日野ほか(1994)に一部加筆)

想定波源域
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深度方向の設定方法(1/4)

ハーバードCMT解の深さ分布
(土木学会(2016)より引用)

２．２ 想定波源域の設定

○土木学会(2016)では，地震発生層厚さについて以下のとおりとされている。
ハーバードCMT解より，1976年1月～2000年1月に発生したMw5.0以上，深さ60km以下の地震を

抽出し，深さをプロットすると下図のようになる。
これらは，概ね15～20kmの浅い位置に集中しており，地震発生層の厚さに上限があるとみられる。
また，既往津波の痕跡高を説明できる波源モデルに示しているように，断層幅が30km以下のモデル

で既往津波を説明できることから，地震発生層厚さは15～20km程度と考えられる。



3232
２．２ 想定波源域の設定

○長谷川(2002)では，日本海東縁部の地殻構造が示されている。
○地震本部(2003)では，長谷川(2002)の研究成果から，1993年北海道南西沖地震が海洋性地殻か

ら大陸性地殻へと地殻の厚さが急変する場所を破壊するように発生しており，断層面の深さは20km程
度以浅に位置するとされている。

深度方向の設定方法(2/4)

これまでに実施された地殻構造探査の測線位置
(長谷川(2002) に一部加筆)

P波速度を0.1km/秒ごとのコンターで示す。ハッチは1993年北海道南西沖地震(M7.8)の断層面

測線Bに沿った地殻構造
(長谷川 (2002)に一部加筆)

1993年北海道南西沖地震(M7.8)の断層面
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２．２ 想定波源域の設定

○日野ほか(1994)では，北海道南西沖地震の余震分布を下図のとおり示している。
○地震本部(2003)では，日野ほか(1994)の1993年北海道南西沖地震の余震分布を見ると，一部の

断層セグメントでは深い余震活動がみられるものの，ほとんどの余震は20km以浅の領域で発生してい
るとされている。

深度方向の設定方法(3/4)

海底地震観測網により決定された
1993年北海道南西沖地震の余震分布

(日野ほか(1994)より引用)
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２．２ 想定波源域の設定

○土木学会(2016)によると，ハーバードCMT解より得られた震源深さは概ね15～20kmに集中し，地震
発生層厚さに上限があると考えられる。

○また，既往津波の痕跡高を説明できる波源モデルより，地震発生層厚さは15～20km程度と考えられる。
○長谷川(2002)の研究成果から，1993年北海道南西沖地震の断層面の深さは20km程度以浅に位置

すると考えられる。
○日野ほか(1994)の1993年北海道南西沖地震の余震分布を見ると，ほとんどの余震は20km以浅の

領域で発生していると考えられる。

○以上から，想定波源域(深度方向)は，海底面から20kmまでの範囲に設定した。

深度方向の設定方法(4/4)
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○既往の知見を踏まえて，想定波源域について，南北方向，東西方向及び深度方向の設定根拠を再整理した。

【南北方向】
○想定波源域(南北方向)は，以下の端部間距離(約313km)を包絡するよう320kmに設定した。
 地震本部(2003)における北海道西方沖の評価対象領域の北端
 青柳ほか(2000)における北海道南西沖地震の震源モデルの南端

【東西方向】
○想定波源域(東西方向)は，平(2002)より，50kmに設定した。
○想定波源域(東西方向)の位置は，概ね評価対象領域(地震本部(2003))内となるよう設定した。

【深度方向】
○想定波源域(深度方向)は，土木学会(2016)，地震本部(2003)，長谷川(2002)及び日野ほか(1994)より，海底面から20kmまでの

範囲に設定した。

２．２ 想定波源域の設定

まとめ

地震空白域

【設定根拠】
東西幅 ：平(2002)
東西位置：地震本部(2003)

北海道西方沖

【設定根拠】
南端：青柳ほか(2000)

【設定根拠】
北端：地震本部(2003)

【凡例】
：想定波源域
：評価対象領域(地震本部(2003))
：北海道南西沖地震の震源モデル(青柳ほか(2000))

想定波源域

東西方向：50km

深度方向：20km

想定波源域のイメージ

海底面

【設定根拠】
深度方向：土木学会(2016)

地震本部(2003)
長谷川(2002)
日野ほか(1994)

北海道南西沖
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○既往の知見を踏まえて，基準波源モデルの断層パラメータの設定根拠について再整理する。

２．３ 基準波源モデルの設定

整理方針

①断層長さ，地震発生層厚さの設定

②傾斜角，傾斜方向の設定

⑦最大すべり量の設定

⑧すべりの不均質性の設定

⑨剛性率の設定

⑩ライズタイムの設定

【基準波源モデルの設定フロー】

④走向の設定

⑤すべり角の設定

⑥断層面上縁深さの設定

③断層幅の設定



3838

①断層長さ，地震発生層厚さの設定

２．３ 基準波源モデルの設定

【断層長さ】
○断層長さは，想定波源域(南北方向)より，320kmに設定した。

【地震発生層厚さ】
○地震発生層厚さは，想定波源域(深度方向)より，20kmに設定した。
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②傾斜角，傾斜方向の設定

２．３ 基準波源モデルの設定

○土木学会(2016)では，傾斜角及び傾斜方向について以下のとおりとされている。
既往津波の波源モデルの傾斜角は，概ね30°～60°の範囲で痕跡高を説明することができる。
日本海東縁部では，既往地震の断層傾斜方向が一定でなく，西傾斜・東傾斜の双方が発生している。

○既往津波の再現が確認されている波源モデルでは，発震機構解や余震分布，海底地形から傾斜角及
び傾斜方向を推定している。

○以上から，傾斜角は，既往津波の波源モデルより概ね30°～60°の範囲であると考えられるが，以下
の考えに基づき，30°及び60°に設定した。
初期水位(鉛直地盤変動量)が最も高くなるのは，高角ケース(60°)である。
地殻変動により移動する水の量が最も多くなるのは，低角ケース(30°)である。

○傾斜方向は，東傾斜及び西傾斜に設定した。
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③断層幅の設定

２．３ 基準波源モデルの設定

○断層幅は，地震発生層厚さ(20km)を考慮し，傾斜角に応じて以下のとおり設定した。
傾斜角30°の場合： 40km
傾斜角60°の場合： 23.1km
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○土木学会(2016)では，ハーバードCMT解より得た走向をプロットしており，発震機構解は「地形の走向(活断層の走向を併せて考慮した等
水深線の向きの近似的値)」を中心に分布している。

ハーバードCMT解による断層走向と地形走向
(土木学会(2016) に一部加筆)

対象海域

④走向の設定

２．３ 基準波源モデルの設定

○以上から，走向は，既往地震のハーバードCMT解及び対象海域における「地形の走向」より，以下のとおり設定した。
 東傾斜の場合： 3°
 西傾斜の場合： 183°

○なお，設定した走向は，北海道南西沖の褶曲構造である奥尻海嶺と北海道西方沖の褶曲構造である忍路海山を通る走向と概ね整合する。

松前海台

北海道西方沖

北海道南西沖

奥尻海脚

忍路海山
(北海道西方沖の褶曲構造)

奥尻海嶺
(北海道南西沖の褶曲構造)

海洋海山

忍路海山

後志海山
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○土木学会(2016)では，ハーバードCMT解より得たすべり角をプロットしており，既往津波の波源モデルのすべり角はい
ずれも90°に近く，発震機構解のすべり角データもこれを裏付けているとされている。

○国交省ほか(2014)では，東北地方から北海道地方の沿岸にかけては，90°に近い断層すべり角となったとされてい
る。

⑤すべり角の設定

ハーバードCMT解による断層のすべり角
(土木学会(2016) より引用)

２．３ 基準波源モデルの設定

3次元構造応力場により推定したすべり角の分布
(国交省ほか(2014) より引用)

○以上から，すべり角は，既往地震のハーバードCMT解及び東北地方から北海道地方の沿岸におけるすべり角の分布よ
り90°に設定した。
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⑥断層面上縁深さの設定

○根本ほか(2009)では，日本海東縁部の既往地震のアスペリティモデルについて，断層面上
縁深さは日本海東縁部の地震発生層の上限深度を考慮して海底面より深さ1kmに設定し
たとされている。

２．３ 基準波源モデルの設定

○以上から，断層面上縁深さは海底面より，深さ1kmに設定した。
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○Murotani et al.(2015)では，世界の内陸で発生した地震を分析した結果，地表で観測され
た最大変位量は震源断層での最大すべり量と1:1の比例関係にあり，震源断層長さが約
100km以上の場合，地表最大変位量は10m程度で飽和するとされている。

⑦最大すべり量の設定(1/8)

２．３ 基準波源モデルの設定

10m

断層長さと最大地表変位量との比較
(Murotani et al.(2015)に一部加筆)
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⑦最大すべり量の設定(2/8)

２．３ 基準波源モデルの設定

○国交省ほか(2014)では，すべり量の設定について以下のとおりとされている。
日本海東縁部で発生した1964年新潟地震，1983年日本海中部地震及び1993年北海道南西沖地

震の既存の解析結果による平均すべり量が4.5m程度となったため，内陸地震の関係式を同様に地震
規模が大きくなると断層すべり量が飽和するとして，日本海東縁部で発生した既往地震の平均すべり
量4.5mで頭打ちとなる関係式(μ式)を設定した。
既往研究による過去の地震の平均すべり量にはばらつきがみられ，防災上の観点からはより大きなす

べり量の波源モデルを想定対象とすることが重要であるため，日本海側で解析結果のある最大規模
の地震(1983年日本海中部地震，1993年北海道南西沖地震)の既往波源モデルのすべり量のばら
つきを考慮し，平均すべり量(Dμ)にばらつきの標準偏差(σ)1.5mを加えたモデルも検討した。
大すべり域のすべり量は平均すべり量の2倍とする。

○以上から，σ式における平均すべり量は6mで飽和するため，大すべり域のすべり量は最大12mとなる。

地震規模とすべり量の関係
(国交省ほか(2014)に一部加筆)

1.5m

σ式によるMwとすべり量の関係μ式によるMwとすべり量の関係
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⑦最大すべり量の設定(3/8)

【地震本部(2016)のS-Mo関係式】

２．３ 基準波源モデルの設定

○地震本部(2016)では，活断層で発生する地震の地震規模(地震モーメントMo(N・M))を震源断層の面
積S(km2)との経験的関係より算出するとし，地震の規模に応じて3段階でS-Mo関係式を使い分けると
されている。

○日本海東縁部に想定した基準波源モデルはMw=8.22，8.06であり，地震規模(7.4<Mw)の関係式が
適用される。

○この関係式から算出される平均すべり量は2.86mとなる。
○また，アスペリティのすべり量は，震源断層全体の平均すべり量の2倍とされており5.72mとなる。

Mo=(S/2.23×1015)3/2×10-7

Mo=(S/4.24×1011)2×10-7

Mo=S×1017
Mo ：地震モーメント(N・m)
S ：断層面積(km2)
Mw ：モーメントマグニチュード

(Mw<6.5)

(6.5≦Mw≦7.4)

(7.4<Mw)

Somerville et al.(1999)の式

入倉・三宅(2001)の式

Murotani et al.(2015)の式

上記S-Mo関係式に以下を代入して算出した平均すべり量Dは，2.86m(面積によらず一定)となる。
・平均すべり量：D =Mo/μS
・基準波源モデルの面積：S =12.8×103km2，7.392×103km2

・剛性率：μ=3.5×1010 N/m2 (土木学会(2016))

【アスペリティのすべり量】
Da=5.72m(平均すべり量の2倍)
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⑦最大すべり量の設定(4/8)

【土木学会(2016)のS-Mo関係式】

２．３ 基準波源モデルの設定

○土木学会 (2016) では，国交省ほか(2014)を参照して，日本海東縁部の地震規模(地震モーメント
Mo(N・M))を震源断層の面積S(km2)との経験的関係より算出するとし，地震の規模に応じて3段階で
S-Mo関係式を使い分ける検討例が示されている。

○日本海東縁部に想定した基準波源モデルはMw=8.22，8.06であり，地震規模(7.7<Mw)の関係式が
適用される。

○この関係式から算出される平均すべり量は4.5mとなる。
○また，アスペリティのすべり量は，震源断層全体の平均すべり量の2倍とされており9.0mとなる。

Mo=(S/2.23×1015)3/2×10-7

Mo=(S/4.24×1011)2×10-7

Mo=1.575×S×1017
Mo ：地震モーメント(N・m)
S ：断層面積(km2)
Mw ：モーメントマグニチュード

(Mw<6.5)

(6.5≦Mw≦7.7)

(7.7<Mw※)

Somerville et al.(1999)の式

入倉・三宅(2001)の式

日本海東縁部の既往地震の平均すべり量4.5mで
飽和する関係式(剛性率μ：3.5×1010 N/m2)

上記S-Mo関係式に以下を代入して算出した平均すべり量Dは，4.5m(面積によらず一定)となる。
・平均すべり量：D =Mo/μS
・基準波源モデルの面積：S =12.8×103km2，7.392×103km2

・剛性率：μ=3.5×1010 N/m2 (土木学会(2016))

※世界の地殻内地震の地震規模と地殻厚さを検討した結果，地殻厚さが40km未満の領域では
Mw8.0を超える地震が発生していないことを踏まえ，Mwの上限は8.0とされている。

【アスペリティのすべり量】
Da=9.0m(平均すべり量の2倍)
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⑦最大すべり量の設定(5/8)

２．３ 基準波源モデルの設定

○国交省ほか(2014)，地震本部(2016)及び土木学会(2016)のそれぞれのスケーリング則に基づき設
定される最大すべり量は下表のとおりであり，その最大値は12mである。

国交省ほか(2014) 地震本部(2016) 土木学会(2016)

最大すべり量 12.0m 5.72m 9.0m

スケーリング則に基づく最大すべり量
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⑦最大すべり量の設定(6/8)

(土木学会(2016)に一部加筆)

既往津波の再現性が確認されている波源モデル

２．３ 基準波源モデルの設定

○土木学会(2016)の既往津波の痕跡高を説明できる波源モデルのうち，すべり量の最大値
は，1993年北海道南西沖地震津波の再現モデル(高橋ほか(1995)のDCRC-26モデル)
の12mである。
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○高橋ほか(1994)では，DCRC-17aモデル(最大すべり量12m)の構築で重視した考え方について，奥尻島初松前での20mにも達する高い
打ち上げ高を再現できなくてはならないとされている。
※DCRC-17aモデルは，高橋ほか(1995)のDCRC-26モデルの先行モデルであり，どちらも最大すべり量を12mに設定している。

○高橋ほか(1995)によると，DCRC-26モデルによる北海道南西岸の津波打ち上げ高分布によると，江差以南では，津波痕跡高に比べて
計算津波高さが高い(右図)。

○以上から，DCRC-26モデルの最大すべり量12mは，奥尻島の特定地点で観測された津波の高い打ち上げ高さの再現を目的として設定さ
れた値であると考えられる。

○また，北海道本島に対して計算津波高さが大きくなる傾向であることから，泊発電所の津波評価に対しては適切な設定であると考えられる。

⑦最大すべり量の設定(7/8)

２．３ 基準波源モデルの設定

(高橋ほか (1995)に一部加筆)

DCRC-26モデルにおける地盤変位
(高橋ほか (1995)より引用)

DCRC-26モデルの断層パラメータ

DCRC-26モデルにおける津波打ち上げ高分布
(高橋ほか (1995)より引用)
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⑦最大すべり量の設定(8/8)

２．３ 基準波源モデルの設定

○Murotani et al.(2015)によると，世界の内陸で発生した地震の最大地表変位量は，約
10mで飽和する。

○国交省ほか (2014)，地震本部(2016)及び土木学会(2016)のそれぞれのスケーリング
則における最大すべり量を比較した結果，その最大値は12mである。

○土木学会(2016)の既往津波の再現性が確認されている波源モデルにおける最大すべり量
の最大値は12mであり，北海道南西沖地震津波の局所的に大きな津波を再現するように設
定された値であると考えられる。

○以上から，最大すべり量は，12mに設定した。
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○根本ほか(2009)では，日本海東縁部のアスペリティモデルのすべり量の設定方法について以下のとおりとされている。
 アスペリティモデルでは4つのセグメントのいずれかがアスペリティに相当するセグメントと考えるので，アスペリティの位置が想定できない

場合でも4ケースの計算を行えば良い。
 最終的な予測値は，その4ケースの最大値を採用することが防災上の見地から適当と考えられる。
 断層面を4セグメントに分割して，そのうち1セグメントをアスペリティ領域，残りの3セグメントを背景領域とみなして，次のようにすべり量

を与えている。
• Da＝2×D
• Db＝2/3×D

 ここで，D：平均すべり量，Da：アスペリティ領域のすべり量(最大すべり量)，Db：背景領域のすべり量

⑧すべりの不均質性の設定

アスペリティモデルの波源モデルと計算津波高
【1983年日本海中部地震】
(根本ほか(2009)より引用)

アスペリティモデルの波源モデルと計算津波高
【1993年北海道南西沖地震】
(根本ほか(2009)より引用)

２．３ 基準波源モデルの設定

○以上から，日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の評価にすべりの不均質性を考慮する。
○また，背景領域のすべり量は，最大すべり量(12m)を基に日本海東縁部のアスペリティモデルのすべり量の設定方法より4mに設定した。
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○根本ほか(2009)のアスペリティモデルのスケーリング則の妥当性を確認するため，大すべり域の面積比
及びすべり量比について，根本ほか(2009)と国交省ほか(2014)やSomerville et al.(1999)を比較
した。

○その結果，根本ほか(2009)と国交省ほか(2014)やSomerville et al.(1999)のスケーリング則は概ね
整合的であることが確認できた。

補足：すべりの不均質性の設定

２．３ 基準波源モデルの設定

文献 大すべり面積/全体面積 大すべり量/平均すべり量 備考

根本ほか(2009) 0.25 2.0 -

国交省ほか(2014) 0.20 2.0 中央防災会議(2006)による設定

Somerville et al.(1999) 0.22 2.01
世界で発生した15の地殻内地震の
震源パラメータの統計により設定

根本ほか(2009)と国交省ほか(2014)やSomerville et al.(1999) のスケーリング則の比較

○以上から，日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の波源モデルの設定に根本ほか(2009)のス
ケーリング則を適用することは妥当と考えられる。



5454

(土木学会(2016)に一部加筆)

震源付近の媒質の剛性率

２．３ 基準波源モデルの設定

⑨剛性率の設定

○土木学会(2016)では，地震波速度や密度に関する既往研究に基づき，海域毎に剛性率が示されて
いる。

○以上から，剛性率は，日本海東縁部における震源付近の媒質の剛性率より，3.5×1010 N/m2 に設
定した。
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⑩ライズタイムの設定

○土木学会(2016)では，1983年日本海中部地震及び1993年北海道南西沖地震の津波痕跡高を説明できる波源モデルとして，それぞれ，
相田(1984)，高橋ほか(1995)が示されており，これらのモデルでは，波源モデルから計算された地盤変位を初期条件としていることから
ライズタイムは考慮していない(0s)と推定される。

２．３ 基準波源モデルの設定

1983年日本海中部地震津波波源モデル
(相田(1984)に一部加筆)

1993年北海道南西沖地震津波波源モデル
(高橋ほか(1995)に一部加筆)

○以上から，ライズタイムは，1983年日本海中部地震津波及び1993年北海道南西沖地震津波の再現性が高いモデルより0sに設定した。
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まとめ

断層パラメータ 日本海東縁部 (L＝320km) 設定根拠

ﾓｰﾒﾝﾄ
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw

8.22 8.06 Mw＝(logM0-9.1)/1.5

断層長さ L 320km 想定波源域(南北方向)より設定

断層幅 W 40km 23.1km
地震発生層厚さ(20km)※を考慮し傾斜角に応じて設定
※地震発生層厚さは想定波源域(深度方向)より設定

すべり量 D
アスペリティ領域 Da＝12m

背景領域 Db＝4m

Da：以下の知見より設定
 世界の内陸で発生した地震の最大地表変位量(Murotani et al.(2015))
 スケーリング則における最大すべり量(国交省ほか(2014)，地震本部(2016)，土木学会(2016))
 既往津波の再現性が確認されている波源モデルにおける最大すべり量の最大値(土木学会(2016))

Db：日本海東縁部のアスペリティモデルのすべり量の設定方法より設定(根本ほか(2009))

剛性率 μ 3.5×1010 N/m2 日本海東縁部における震源付近の媒質の剛性率より設定(土木学会(2016))

地震モーメント M0

2.69×1021

Nm
1.55×1021

Nm
M0＝μLWD

断層面
上縁深さ d

1km 日本海東縁部のアスペリティモデルより設定(根本ほか(2009))

走向 θ
東傾斜：3°

西傾斜：183°
既往地震のハーバードCMT解及び対象海域における「地形の走向」より設定(土木学会(2016))

傾斜角 δ 30° 60° 既往津波の波源モデルより設定(土木学会(2016))

すべり角 λ 90°
既往地震のハーバードCMT解及び東北地方から北海道地方の沿岸におけるすべり角の分布より設定
(土木学会(2016)，国交省ほか(2014))

ライズタイム τ 0s
1983年日本海中部地震津波及び1993年北海道南西沖地震津波の再現性が高いモデルより設定
(相田(1984)，高橋ほか(1995))

基準波源モデルの断層パラメータと設定根拠

２．３ 基準波源モデルの設定

○既往の知見を踏まえて，基準波源モデルの断層パラメータの設定根拠について再整理した。
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２．４ パラメータスタディの検討方針

整理方針

○土木学会(2016)では，パラメータスタディについて以下のとおりとされている。
不確定性を考慮する方法の一つとして，基本波源モデルに対するパラメータスタディが考え

られ，パラメータスタディを実施する因子を適切に選定するとともに，その範囲を合理的に
定めることが重要である。
基本波源モデルのパラメータのうち，より支配的と考えられる因子に関するパラメータスタ

ディを行った後，その中で敷地に最も影響を与えた波源モデルを用いてその他の従属的な
因子に関するパラメータスタディを行うことを基本とする。

○既往の知見を踏まえて，パラメータスタディ実施の要否と変動幅の設定根拠を再整理し，パ
ラメータスタディフローを示す。
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項目

基準波源モデル パラメータスタディ

諸元ほか パラメータスタディを
実施する因子の選定

変動幅の根拠 or パラメータスタディを実施しない根拠
低角断層 高角断層

ﾓｰﾒﾝﾄ
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw

8.22 8.06 - 他諸元からの算定値

断層長さ L 320km - 想定波源域の上限を考慮

断層幅 W 40km 23.1km - 想定波源域の上限を考慮

すべり量 D
アスペリティ領域：Da＝12m

背景領域：Db＝4m
- 既往の知見に照らしてすべり量の上限を考慮

剛性率 μ 3.5×1010 N/m2 -
すべり量を最大で固定しているため，剛性率の値が津波評価に影響
しない

地震モーメント M0 2.69×1021 Nm 1.55×1021Nm - 他諸元からの算定値

断層面
上縁深さ d

1km
詳細パラメータスタディとして実施
変動幅：0～5km

既往津波の波源モデルの変動幅(土木学会(2016))

波源位置(走向 θ)
東傾斜：3°

西傾斜：183°
詳細パラメータスタディとして実施
変動幅：±10°

既存断層パラメータの走向の標準偏差(土木学会(2002))

傾斜角 δ 30° 60°
概略パラメータスタディとして実施
変動幅：30°，60°

既往津波の波源モデルの変動幅(土木学会(2016))

すべり角 λ 90° - 初期水位が最大となる設定

ライズタイム τ 0s - 既往津波を再現する設定かつ津波高さが大きくなる設定

アスペリティ位置 -
概略パラメータスタディとして実施
変動幅：40km，10kmピッチ

網羅的に検討

傾斜方向 -
概略パラメータスタディとして実施
変動幅：東傾斜，西傾斜

網羅的に検討(土木学会(2016))

東西方向位置 -
概略パラメータスタディとして実施
変動幅：西端，中央，東端

想定波源域を網羅する範囲(土木学会(2016))

○既往の知見を踏まえて，パラメータスタディ実施の要否と変動幅の設定根拠を再整理した。
○パラメータスタディを実施する因子として，東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向，アスペリティ位置，断層面上縁深さ，走向を選定する。

２．４ パラメータスタディの検討方針

パラメータスタディ実施の要否(1/2)
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パラメータスタディ実施の要否(2/2)

○パラメータスタディを実施する因子は，土木学会(2016)におけるパラメータスタディを原則実施する因子とも整合する。

２．４ パラメータスタディの検討方針

パラメータスタディの因子
(〇：パラメータスタディを原則実施する因子)

(土木学会(2016)に一部加筆)
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○パラメータスタディフローを以下に示す。
○なお，パラメータスタディフローの妥当性確認として，パラメータスタディの評価因子影響分析において，以下を確認する。
 概略パラメータスタディ：津波水位に対して支配的因子であること
 詳細パラメータスタディ：津波水位に対して従属的因子であること

※過去に実施した波源位置のパラメータスタディ(複数枚モデル，東西南北5kmを移動，走向一律±2.5°，5°に変動)については，「２．２
想定波源域の設定」にて，考慮する波源位置を設定したことから，パラメータスタディは実施しない。

概
略
パ
ラ
メ
ー
タ
ス
タ
デ
ィ

詳
細
パ
ラ
メ
ー
タ
ス
タ
デ
ィ

STEP1-1

東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向
8通り(西傾斜，東傾斜)

※東西幅50km，傾斜角30°，60°

アスペリティ位置 隣接するアスペリティ位置(40kmピッチ)

STEP2-1

アスペリティ数

及び位置

隣接しないアスペリティ位置

(40kmピッチ)STEP1-2

アスペリティ

詳細位置
隣接するアスペリティ位置

(10kmピッチ) STEP2-2

アスペリティ

詳細位置

隣接しないアスペリティ位置

(10kmピッチ)

STEP4

断層面上縁深さ 0km，1km(基準)，2km，3km，4km，5km

STEP3

波源位置 走向：2通り(基準，くの字10°)

「評価用の想定津波」の設定

２．４ パラメータスタディの検討方針

パラメータスタディフロー
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○概略パラメータスタディのSTEP1-1では，東西方向位置・傾斜
角及び傾斜方向とアスペリティ位置の不確定性を考慮する。

○基準波源モデルを対象に，東西方向位置・傾斜角及び傾斜
方向と隣接するアスペリティ位置(40kmピッチ)を組合せたパ
ラメータスタディを実施する。

【東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向の変動幅】
○土木学会(2016)に基づく断層パターンを用いて検討する。

【アスペリティ位置の変動幅】
○波源モデルを長さ方向に8分割し，隣接する2つのセグメントに

アスペリティを配置する。

２．４ パラメータスタディの検討方針

STEP1-1 アスペリティ位置・東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向(1/2)

土木学会(2016)に基づく断層パターン

6 7
8

54

32
1

西 東

鉛直面内の断層形状
東西幅50km

数字は
パターン№

地震発生層厚さ
20km

海底面

a

b

c

d

e

f

g

h

アスペリティ位置：de

代表として傾斜パターン3，6を示す

：想定波源域

：複数枚波源モデル
(傾斜パターン3)

：複数枚波源モデル
(傾斜パターン6)

【アスペリティ位置】【東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向】
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○日本海東縁部の特性は，以下のとおり整理している※。
 アムールプレートとオホーツクプレートの間には，明瞭なプレート境界が存在せず，南北方向に伸びる東西方向に幅を持ったひずみ集中帯

でマグニチュード7クラスの地震が発生している。
 東西圧縮応力によって発達した逆断層はその上盤に非対象な断面を呈する背斜構造を伴う。
 断層面の傾斜は東傾斜と西傾斜が交互に現れる。
 地殻のひずみは断層，褶曲帯に集中してきたことを示している。

※ 「2.1 日本海東縁部の特性整理」を参照

○土木学会(2016)では，日本海東縁部の東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向のパラメータスタディについて，以下のとおりとされている。
 明確なプレート境界面が形成されていないことによる東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向の不確定性を反映する方法として，鉛直面内

の断層位置(断層パターン)を複数想定する方法が考えられる。
 ただし，断層下端部が領域範囲外となることは許容した。

○土木学会(2016)に基づく断層パターンは，東西方向に幅を持って分布する背斜構造の基部に，背斜構造側に伸びる逆断層として，空間
的な想定波源域内に複数の断層パターンを設定しているものと考えられることから，これに準じて検討を行う。

○想定波源域内に断層を配置することを基本とし，断層パターン3及び断層パターン6の断層下端部が想定波源域外となることは許容する。

土木学会(2016)に基づく断層パターン及び想定波源域

想定波源域(東西幅50km)

想定波源域
(深度方向)

6 7
8

54

32
1

西 東鉛直面内の断層形状

数字は
パターン№ 地震発生層厚さ

20km

海底面

STEP1-1 アスペリティ位置・東西方向位置・傾斜角及び傾斜方向(2/2)

２．４ パラメータスタディの検討方針
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○概略パラメータスタディのSTEP1-2ではアスペリティ詳細位置の不確定性を考慮する。
○STEP1-1における最大ケースの波源モデルを対象に，最大となったアスペリティ位置を北方

及び南方へ10～30km(10kmピッチ：隣接セグメントをさらに4分割した距離)移動させたパ
ラメータスタディを実施する。

アスペリティ詳細位置：
移動de-基準位置

10kmピッチ
で移動

a

b

c

d

e

f

g

h

２．４ パラメータスタディの検討方針

STEP1-2 アスペリティ詳細位置
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○概略パラメータスタディのSTEP2-1では，アスペリティ数及び位置の不確定性を考慮する。
○STEP1-1における最大ケースの波源モデルを対象に，最大となったアスペリティを南北に2

分割したうえで，片方のアスペリティ位置を固定し，もう片方を40kmピッチで移動させたパラ
メータスタディを実施する。

STEP2-1アスペリティ数及び位置

アスペリティ位置：
固定d
移動a

固定

移動

アスペリティ位置：
固定e
移動h

固定

移動

a

b

c

d

e

f

g

h

a

b

c

d

e

f

g

h

２．４ パラメータスタディの検討方針
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○概略パラメータスタディのSTEP2-2では，アスペリティ詳細位置の不確定性を考慮する。
○STEP2-1における最大ケースの波源モデルを対象に，アスペリティを南北に2分割したうえで，

片方のアスペリティ位置を固定し，もう片方を北方及び南方へ10～30km(10kmピッチ：隣
接セグメントをさらに4分割した距離)移動させたパラメータスタディを実施する。

STEP2-2 アスペリティ詳細位置

固定

アスペリティ詳細位置：
固定e
移動c

a

b

c

d

e

f

g

h

10km
ピッチ
で移動

アスペリティ詳細位置：
固定c
移動e

固定

a

b

c

d

e

f

g

h

10km
ピッチ
で移動

２．４ パラメータスタディの検討方針
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○詳細パラメータスタディのSTEP3では，波源位置(走向)の不確定性を考慮する。
○STEP1-2及びSTEP2-2のうち最大ケースの波源モデルを対象に，走向を

±10°に変動させたパラメータスタディを実施する。

【走向の変動幅】
○走向の変動幅は，土木学会(2002)の既往の波源モデルにおける走向のばら

つきに関する標準偏差に基づき，±10°とした。
○断層長さが320kmと長大であり，既往地震においても走向は必ずしも一定では

ないことを考慮して，北海道南西沖地震の震源域北端付近で南北に2分割(L
＝160km×2)し，分割した断層がそれぞれ異なる走向を有しながら連動するこ
とを想定した。

○なお，過去に実施している発電所を波源とした場合の評価(逆伝播解析)では，
同心円状に津波が伝播し，これらの伝播経路上に波源モデルを配置した場合
に津波水位が大きくなることが想定されるため，くの字(北側断層を＋方向，南
側断層を－方向)に折り曲げたモデルによる検討を実施する。

○なお，上記モデルは概ね想定波源域内に配置される。

逆伝播解析結果，想定波源域，波源モデル位置
(代表として傾斜パターン3，6を示す)

：想定波源域

：複数枚波源モデル
(傾斜パターン3)

：複数枚波源モデル
(傾斜パターン6)

STEP3 波源位置(走向)

(土木学会(2002)に一部加筆)

既存断層パラメータのばらつきの評価結果

２．４ パラメータスタディの検討方針

6 7
8

54

32
1

西 東

鉛直面内の断層形状
東西幅50km

数字は
パターン№

地震発生層厚さ
20ｋｍ

海底面
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２．４ パラメータスタディの検討方針

STEP4 断層面上縁深さ

○詳細パラメータスタディのSTEP4では，断層面上縁深さの不確定性を考慮する。
○STEP3における最大ケースの波源モデルを対象に，断層面上縁深さ0km，1km，2km，3km，4km，5kmに変動させたパ

ラメータスタディを実施する。

【断層面上縁深さの変動幅】
○地震発生層厚さは，想定波源域(深度方向)より，20kmに設定した。
○そのため，断層下端を20km以深に設定する必要はないと考えられるが，断層面上縁深さを変動させるパラメータスタ

ディを実施した。
○断層面上縁深さの変動幅は，土木学会(2016)の既往津波の再現性が確認されている波源モデルを参照し，設定した。

(土木学会(2016)に一部加筆)

既往津波の再現性が確認されている波源モデル
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○土木学会(2016)の既往津波の再現性が確認されている波源モデルのうち，高橋ほか(1995)のDCRC-26モデル(北
断層)では，断層面上縁深さを10kmに設定している。

○断層面上縁深さの検討内容の妥当性を確認するため，上記モデルとの比較を行った。

補足資料

補足：高橋ほか(1995)の断層面上縁深さについて

泊発電所の検討内容
高橋ほか(1995)

DCRC-26モデル(北断層)

断層面上縁
深さ

断層下端を20km以深に設定する必要はないと
考えられるが，パラメータスタディとして
0km,1km,2km,3km,4km,5kmの変動を考慮

10kmに設定

地震発生層
厚さ

想定波源域(深度方向)より，20kmに設定
14.34km※に設定
※断層幅と傾斜角から算定

鉛直面内の
断層概要図

DCRC-26の断層パラメータ(北断層)
(高橋ほか(1995)に一部加筆)

傾斜角30°

傾斜角60°

断層上縁深さ5km

地震発生層厚さ20km

海底面

地震発生層厚さ14.34km

傾斜角35°

海底面

断層上縁深さ10km

○泊発電所の検討内容は，高橋ほか(1995)DCRC-26モデル(北断層)の断層下端深さと同等である。
○以上から，断層面上縁深さの検討内容は，妥当であると考えられる。
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２．５ 今後の方針

今後の予定

○日本海東縁部に想定される地震に伴う津波について，パラメータスタディを実施し，「評価用の想定津波」を設定する。
○なお，「評価用の想定津波」は，以下のパラメータスタディ結果から，2通り設定する。
 健全地形
 損傷を考慮した地形(敷地北側防潮堤の損傷，防波堤の損傷，敷地北側防潮堤・防波堤の損傷の組み合わせを考慮した地形)

○また，「評価用の想定津波」は，各評価地点における水位変動量最大ケースであり，地震に伴う津波と地震以外の要因に伴う津波の組み
合わせに用いる波源とする。

○令和元年9月27日審査会合における指摘事項のうち未回答のコメントについては，上記検討結果を踏まえ，今後説明を行う予定である。

火山による山体
崩壊に伴う津波

海底地すべり
に伴う津波

陸上の斜面崩壊
(陸上地すべり)

に伴う津波

陸上の斜面崩壊
(岩盤崩壊)
に伴う津波

文献調査 津波堆積物調査

既往津波の再現性検討

海域活断層に
想定される地震

に伴う津波

日本海東縁部に
想定される地震

に伴う津波

地震に伴う津波と地震以外の要因に伴う津波の組合せ

基準津波の評価

基準津波による安全性評価

行政機関による評価

超過確率の参照

地震以外の要因に伴う津波地震に伴う津波

【日本海東縁部に想定される地震に伴う津波】

パラメータスタディ
(健全地形)

パラメータスタディ
(敷地北側防潮堤の損傷を考慮した地形)

(防波堤の損傷を考慮した地形)
(敷地北側防潮堤・防波堤の損傷の組み合わせを考慮した地形)

「評価用の想定津波」の設定
○各評価地点水位変動量最大ケース

今後説明予定

「評価用の想定津波」の設定
○各評価地点水位変動量最大ケース
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波源モデル位置と
津波堆積物(図中の )の位置

断層パラメータ

北海道(2017)の
F17断層の波源モデル

Ioki et al.(2019)の
波源モデル

Ioki et al.(2019)について(1/2)

○Ioki et al.(2019)では，12世紀頃の津波の波源モデルを構築しており，モデル設定について以下のとおりとされている。
 奥尻島と北海道南西岸で津波堆積物が発見され，これは12世紀頃の津波によるものと推定されている。
 波源位置は渡島大島付近であると考えられ，北海道(2017)のF17断層の波源モデルを基に断層パラメータを変更した。
 津波堆積物の浸水範囲を説明するため，波源モデルの断層長さを104km，すべり量を18m，Mwを7.9に変更している。

○なお，すべり量18mの設定は，既往のスケーリング則等と比較して過大な設定である。
○断層長さ及びすべり量のみを変動パラメータとして考慮されており，その他のパラメータが浸水範囲に与える影響が検討されていないことか

ら，当該検討以外への適用性について確認できない。
○以上から，すべり量18mを泊発電所の断層パラメータに適用しない。

(Ioki et al.(2019)に一部加筆)

削除

変更

参考資料(Ioki et al.(2019))

変更
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○Ioki et al.(2019)における12世紀頃の津波堆積物分布標高と泊発電所の津波評価水位
を比較した結果，泊発電所の津波評価水位が上回る結果となった。

○以上から，12世紀頃の津波に対しても日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討
は，保守的な設定であることを確認した。

参考資料(Ioki et al.(2019))

Ioki et al.(2019)について(2/2)

12世紀頃の津波堆積物分布と泊発電所の津波評価水位の比較

※令和元年9月27日審査会合にて示した解析結果を基に整理した。
今後実施予定の解析結果を用いて更新する。
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○大角ほか(2018)では，地質学的データや地形を参照して得られた断層データと，余震分布等の地震学的データを合わせて考慮することに
より，過去の地震による津波痕跡高を説明できる可能性が示されたとされている。

○しかし，以下の理由により，本知見の泊発電所の津波評価への反映は実施しないものとする。
 初期波源モデルのすべり量は，地震本部(2016)に基づき6.12mと設定されているが，地震本部(2016)によるとすべり量は3m程度で

飽和するはずであり，すべり量6.12mの設定根拠が不明である。
 提案されているモデルの再現性は，土木学会(2016)における再現性の目安を満たさない。

大角ほか(2018)について

参考資料(大角ほか(2018))

(大角ほか(2018)に一部加筆)

初期波源モデルのパラメータ

日本海中部地震の震源域近傍の波源モデル
(赤枠は対象とする断層群)
(大角ほか(2018)より引用)

観測記録の信頼度A，Bを使って求めたK-κの値

(大角ほか(2018)に一部加筆)

設定根拠不明

0.95<K <1.05
κ<1.45

を満たさない


